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1 ．はじめに
2017年にスタートした文部科学省「留学生就職促進
プログラム」では，日本での就職を希望する留学生の
日本における就職率を現状の 3割から 5割に向上させ
ることを目的とし，全国で12の拠点が採択された．東
北大学もその 1つとして「東北イノベーション人材育
成プログラム」（通称：DATEntre）において，日本
企業に対する理解の促進のために自治体や経済団体と
連携しながら，キャリア教育やインターンシップ等の
様々な取り組みを行っている．
日本では日本経済団体連合会加盟企業を中心として就
職活動スケジュールが決まっており，日本での就職を希
望する留学生は，学習及び研究活動と並行しながら就職
活動を行わなければならない．情報収集や書類作成，面
接対策等の就職活動準備を日本語で行うことは，志甫
（2007）や末松（2010），横須賀（2007），中橋・ショーン
（2018），守屋（2012），門間・髙橋・猪股（2018）等の既
存研究でも指摘されているように，日本語を母語としな
い留学生にとっては大きな負担であり，学習及び研究活
動との両立ができずに日本での就職を断念する学生も多
い．とりわけ地方都市で学ぶ大学院留学生の場合，首都
圏開催の説明会や選考に参加するためには，物理的な距
離の問題もあり，研究活動と就職活動との両立が難しい．
一方，岩田（2019）によれば地方都市における人口
減少と高齢化は深刻さを増しており， 2015年度より始
まった「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業
（COC＋）」では，全国42拠点において地域の担い手
となる若者層の地元定着を目指した取り組みが行われ
ている．地方都市で学び，日本での就職を希望する留
学生にとっては，住み慣れた地域に専門性を活かせる
企業が増えることは，就職活動と学習・研究活動との
両立の可能性が高くなることにつながる．
そこで本稿では，宮城県に拠点を置き，高度外国人
材を採用してから 5年以内の中小企業の採用・教育担
当者を調査協力者とし，高度外国人材の採用と活用に
関してインタビュー調査を行った．日本政策金融公庫
総合研究所（2015）によれば，地方都市における標準
的な中小企業 1社あたりの平均従業員数は小企業では
4名，中企業では37名と100名以下となっており，本
稿で対象とした中小企業はこれに該当する．
留学生の採用・定着に関する現状と課題に関する中
小企業を対象とした既存調査では，徳永（2013）や坂
井（2018）があるが，ここで対象としているのは留学
生の採用経験があり，自動車や自動二輪車を核とした
重層的産業構造のなかにある従業員100名以上の中核
的中小企業である．中核的中小企業とは，日本政策金
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「外国人留学生進路状況・学位授与状況調査結果」（日本学生支援機構，2019）によれば，日本での就職を希望す
る留学生のうち，実際に日本で就職した学生は32.4％に留まっている．留学生の日本における就職率の向上には，留
学生の就職支援はもとより，受け皿となる企業の留学生採用に関する課題を解決し，サポートしていく必要がある．
企業規模で言えば日本企業の97％が中小企業であり，地方都市の場合は99％を超えることも少なくない．地方都市
の中小企業は優秀な日本人学生を採用することは難しく，人手不足に陥っているにもかかわらず，地元の大学で学
ぶ優秀だが年齢や専門性が高く，大手企業の採用基準とは合致しない留学生の受け皿としても機能していない．な
ぜ地方都市の中小企業は留学生の採用を行わず，留学生は地方都市の中小企業を就職先として選択しないのだろう
か．本稿では，初めて留学生を採用した地方都市の中小企業に対するインタビュー調査から，中小企業における外
国人留学生の採用状況における現状と課題を整理し，課題解決の糸口について検討を進める．
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融公庫総合研究所（2015）によれば「独特な強みを示し，
地域の産業と雇用をリードする中核的な存在たる中小
企業」と定義される．製造業では従業員数300名以下は
中小企業となるため，自動車や自動二輪の製造業では
従業員数100名を超える企業も少なくない．一方，中核
的中小企業以外の場合，小売業では従業員数50名以下，
卸売業では100名以下，サービス業では100名以下が中
小企業となるため，産業基盤を持たない地方都市の中
小企業では従業員数100名以下の企業が中心となる． 
本稿では地方都市における中小企業を対象とし，イ
ンタビュー調査結果に基づいて，地方都市の中小企業
における高度外国人材としての留学生の採用の目的や
採用時の配慮について整理を行い，活躍の可能性と採
用や定着における課題について考察を進めていく．本
研究によって，地方都市で学ぶ留学生の就職活動にお
ける困難さの解消，ならびに地元企業における優秀な
人材の確保において，研究的側面はもとより，実践的
側面からも貢献することができると考える．
2 ．企業と留学生の関係
2.1　企業における留学生の採用状況 
日本学生支援機構（2019）によれば留学生の日本で
の就職率は32.4%に留まっている．留学生の日本での
就職が難しい要因の一つとして，企業が「日本人学生
と同じ枠」で選考を行うことが挙げられる．
そのため，情報検索や企業研究，エントリーシート
の作成も日本語で行わなければならず，SPIや面接な
ど，選考が進むにしたがってより高度な日本語と日本
における文化背景に対する理解が求められている．
ディスコキャリタスリサーチ（2018）によれば，図1の
ように76.2%もの企業が選考プロセスにおいて留学生採
用枠を設けず，日本人学生と同じ枠で選考を行っている．
日本人学生同様の選考プロセスを通過できるだけの
日本語能力と十分な準備を行うことは，非漢字圏出身の
学生や英語コースで学んでいる留学生，とりわけ研究に
忙しい大学院留学生には非常に高いハードルと言える．
また，日本学生支援機構（2020）によれば，定期採
用を行っている日本の大手企業の多くは，ジョブ型で
はなく，メンバーシップ型による新卒一括採用を行っ
ている．メンバーシップ型の採用では総合職として採
用され，社内の全体バランスを考慮して配属が決まる
ことから，職務も勤務地も限定されず，あらゆる業務
に取り組む可能性がある．そのため採用時には，チー
ムの一員として業務に取り組むができる「コミュニ
ケーション能力」や「協調性」等の資質が評価される．
一方で専門性は，社内研修を通じて入社後に育成でき
ると考えられており，年齢や専門性の高い大学院留学
生は育成対象として必ずしも高い評価を得ていない．
ジョブ型採用では，職務や勤務地，勤務条件などが
明記されたジョブ・ディスクリプションに基づき，専
門職のスペシャリストとして採用される．総合職と異
なり，転勤や職種転換はなく，業務内容も限定されて
いるため，育成対象としてのポテンシャルよりもスペ
シャリストとしての専門性が求められている．総合職
のように終身雇用を前提とした育成を伴わないため，
年齢の高さも問題ではなく，ジョブ・ディスクリプショ
ンと合致するか否かが重要と言える． 
海外ではジョブ型採用が一般的なため，大学院留学
生は専門性を自分の武器と捉え，将来を見据えて専門
性が活かせる企業への就職を希望する．しかし，日本
ではメンバーシップ型採用が一般的であり，研究職等
の専門職としての採用自体が非常に少ないため，総合
職としての就職を希望しない学生の場合，日本におけ
る就職活動のはじめの一歩から厳しいものとなる．総
合職として就職を希望する場合も大手企業について
は，前述のように新卒一括採用が一般的なため，多く
の準備を要することになる． 
2.2　企業が留学生に求める資質
株式会社ディスコキャリタスリサーチは2018年「外
国人留学生/高度外国人材の採用に関する企業調査」
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図 1 外国人留学生の採用枠 
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ョンと合致するか否かが重要と言える．  
海外ではジョブ型採用が一般的なため，大学院留学
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性が活かせる企業への就職を希望する．しかし，日本
ではメンバーシップ型採用が一般的であり，研究職等
の専門職としての採用自体が非常に少ないため，総合
職としての就職を希望しない学生の場合，日本におけ
る就職活動のはじめの一歩から厳しいものとなる．総
合職として就職を希望する場合も大手企業の場合，前
述のように新卒一括採用が一般的なため，多くの準備
を要することになる．  
2.2 企業が留学生に求める資質 
株式会社ディスコキャリタスリサーチは 2018 年「外
国人留学生/高度外国人材の採用に関する企業調査」を
実施した．同調査によれば，外国人留学生を採用する
目的は図 2 のように「優秀な人材を確保するため」が
文系で 7 割超，理系で 8 割超と突出している．  
1 　外
（出典：ディスコキャリタスリサーチ（2018），p4）
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を実施した．同調査によれば，外国人留学生を採用す
る目的は図 2のように「優秀な人材を確保するため」
が文系で 7割超，理系で 8割超と突出している． 
ここで「優秀な人材」とは，図 3のような「留学生
に求める資質」を有する学生を指していると考えられ
る．日本経済団体連合会（2015）によれば，グローバ
ル事業で活躍する日本人学生に求める資質として，「外
国語によるコミュニケーション力」「異文化対応力」
「チャレンジ精神」が上位に挙げられている．日本人
学生に高い外国語力が求められるように，日本の企業
においてグローバルに活躍するためには，高い日本語
能力とコミュニケーション能力が求められている．
　
日本経済団体連合会（2018）によれば，産業界が学
生に求める資質として「コミュニケーション力」や「主
体性」，「チームワーク・協調性」や「社会性」，が上
位に挙がっており，日本語能力を除けば日本人学生に
求める資質と同様と言える．
文系では 5位，理系では 6位に「異文化対応力」，
文理共に 8位に「バイタリティ」，15位に「ストレス
耐性」を挙げているが，外国籍社員が少ない企業で働
き続けるためには重要な資質と言える．多くの留学生
が自分以外は全員日本人という環境のなかで初めて経
験する業務に取り組み，円滑な人間関係を構築してい
くためには，心身ともにタフであることが求められる．
長期雇用を前提とする日本の企業では，「優秀さ」に
は即戦力としての高い専門性ではなく，育成の難しい
資質を求めていると考えられる．
2.3　宮城県における外国人材の採用状況
宮城労働局（2018）によれば，宮城県内で外国人を
雇用する事業所1,880ヶ所のうち，30人未満の小規模
事業所が1,008ヶ所と全体の半数以上を占めている．
地方都市の中小企業では，労働力としての人手が不
足しており，専門的知識を活かせる業務は決して多く
はない．受け入れ体制の未整備等も要因となり，これま
で大学・大学院で学んだ高度外国人材ではなく，労働
力として技能実習生を採用してきた．2019年には宮城
県内で外国人を雇用する事業所数は1,880ヶ所と過去最
多となったが，在留資格は「技能実習」が最も多かった．
宮城県内で現在，定期的に複数名の高度外国人材の
採用が期待できる職種は，継続的に技能実習生を雇用
している企業における技能実習生の取りまとめや通
訳，生活支援等のマネジメント職である．技能実習生
のマネジメント職では，業務内容からも高いレベルの
日本語能力が求められているが，大手企業と比較した
場合に福利厚生が充実しているとも言い難く，必ずし
も留学生に人気のある職種ではない．技能能実習生の
出身国はベトナムやミャンマー，ネパールなどの非漢
字圏が多く，同国出身で高いレベルの日本語能力を有
する留学生は，高い専門性と日本語能力を活かし，専
門性を活かせる企業への就職を希望している． 
3 ．調査の概要
本調査は東北イノベーション人材育成プログラムの
セミナーやイベント等に参加している会員企業のう
ち，初めて高度外国人材を採用してから 5年以内の宮
城県内の企業 6社の採用・教育担当者に調査協力を依
頼した． 6社のうちA社は留学生ではなく，海外大
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ためには，心身ともにタフであることが求められる．
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質に求めていると考えられる． 
2.3 宮城県における外国人材の採用状況 
宮城労働局（2018）によれば，宮城県内で外国人を
雇用する事業所 1,880 ヶ所のうち，30 人未満の小規模
事業所が 1,00 ヶ所と全体の半数を占めている． 
地方都市の中小企業では，労働力としての人手が不
足しており，専門的知識を活かせる業務は決して多く
はない．受け入れ体制の未整備等も要因となり，これ
まで大学・大学院で学んだ高度外国人材ではなく，労
働力として技能実習生を採用してきた． 宮城労働局
（2018）によれば，2019 年には宮城県内で外国人を雇
用する事業所数は 1,880 ヶ所と過去最多 なったが，
在留資格は「技能実習」が最も多かった． 
宮城県内で現在，定期的に複数名の高度外国人材の
採用が期待できる職種は，継続的に技能実習生を雇用
している企業における技能実習生の取りまとめや通訳，
習生のマ
ルの日本
した場合
ずしも留
生の出身
非漢字圏
を有する
，専門性
  
 
3. 調査の概要 
本調査は東北イノベーション人材育成プログラム
のセミナーやイベント等に参加している会員企業のう
ち，初めて高度外国人材を採用してから 5 年以内の宮
城県内の企業 6 社の採用・教育担当者に調査協力を依
頼した．6 社のうち A 社は留学生ではなく，海外大学
の卒業生を採用しているが，留学生の採用活動も行っ
ているため，調査対象に含めた．B 社は大手企業だが
国内業務が中心であり，業務内容からも高度外国人材
の採用を検討していなかったが，2019 年に初めて高度
図 2 　外国人留学生を採用する目的
（出典：ディス リタスリサーチ（2018），p4
東北大学 高度教養教育・学生支援機構 紀要第 6号 2020 
 
 
 
 
 
 
図 2 外国人留学生を採用する目的 
（出典：ディスコキャリタスリサーチ（2018），p4） 
 
ここで「優秀な人材」とは，図 3 のような「留学生
に求める資質」を有する学生を指していると考えられ
る．日本経済団体連合会（2015）によれば，グローバ
ル事業で活躍する日本人学生に求める資質として，「外
国語によるコミュニケーション力」「異文化対応力」「チ
ャレンジ精神」が上位に挙げられている．日本人学生
に高い外国語力が求められるように，日本の企業にお
いてグローバルに活躍するためには，高い日本語能力
とコミュニケーション能力が求められている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3 留学生に求める資質  
（出典：ディスコキャリタスリサーチ（2018），p4） 
 
日本経済団体連合会（2018）によれば，産業界が学
生に求める資質として「コミュニケーション力」や「主
体性」，「チームワーク・協調性」や「社会性」，が上位
に挙がっており，日本語能力を除けば日本人学生に求
める資質と同様と言える， 
文系では 5 位，理系では 6 位に「異文化対応力」，文
理共に 8 位に「バイタリティ」，15 位に「ストレス耐
性」を挙げているが，外国籍社員が少ない企業で働き
続けるためには重要な資質と言える．多くの留学生が
自分以外は全員日本人という環境のなかで初めて経験
する業務に取り組み，円滑な人間関係を構築していく
ためには，心身ともにタフ あることが求められる．
長期雇用を前提 する日本の企業では，「優秀さ」には
即戦力としての高い専門性ではなく，育成の難しい資
質に求めていると考えられる． 
2.3 宮城県における外国人材の採用状況 
宮城労働局（2018）によれば 宮城県内で外国人を
雇用する事業 1,880 ヶ所のうち，30 人未満の小規模
事業所が 1,008 ヶ所と全体の半数を占めている． 
地方都市の中小企業では，労働力としての人手が不
足しており，専門的知識を活かせる業務は決して多く
はない．受け入れ体制の未整備等も要因となり，これ
まで大学・大学院で学んだ高度外国人材ではなく，労
働力として技能実習生を採用してきた． 宮城労働局
（2018）によれば，2019 年には宮城県内で外国人を雇
用する事業所数は 1,880 ヶ所と過去最多となったが，
在留資格は「技能実習」が最も多かった． 
宮城県内で現在，定期的に複数名の高度外国人材の
採用が期待できる職種は，継続的に技能実習生を雇用
している企業における技能実習生の取りまとめや通訳，
生活支援等のマネジメント職である．技能実習生のマ
ネジメント職では，業務内容からも高いレベルの日本
語能力が求められているが，大手企業と比較した場合
に福利厚生が充実しているとも言い難く，必ずしも留
学生に人気のある職種ではない．技能能実習生の出身
国はベトナムやミャンマー，ネパールなどの非漢字圏
が多く，同国出身で高いレベルの日本語能力を有する
留学生は，高い専門性と日本語能力を活かし，専門性
を活かせる企業への就職を希望している．  
 
3. 調査の概要 
本調査は東北イノベーション人材育成プログラム
のセミナーやイベント等に参加している会員企業のう
ち，初めて高度外国人材を採用してから 5 年以内の宮
城県内の企業 6 社の採用・教育担当者に調査協力を依
頼した．6 社のうち A 社は留学生ではなく，海外大学
の卒業生を採用しているが，留学生の採用活動も行っ
ているため，調査対象に含めた．B 社は大手企業だが
国内業務が中心であり，業務内容からも高度外国人材
の採用を検討していなかったが，2019 年に初めて高度
表 1 　留学生に る資質 
（出典：ディスコキャリタスリサーチ（2018），p4）
─  208  ─
門間 由記子，髙橋 修，猪股 歳之・地方都市の中小企業における留学生の採用と課題
学の卒業生を採用しているが，留学生の採用活動も
行っているため，調査対象に含めた．B社は大手企業
だが国内業務が中心であり，業務内容からも高度外国
人材の採用を検討していなかったが，2019年に初めて
高度外国人材を採用した．国内業務が中心のため，高
度外国人材の活躍の場がないと考えている地方都市の
中小企業においても参考になると考え，今回の調査対
象に含めた．
B社を除く 5社は中小企業であり，採用における社
長の影響力も大きく，A社，E社，F社では社長が採
用担当も兼ねているため，社長にインタビューを行っ
た．A社では社長にインタビューを行った際，高度外
国人材のaさんも同席したため，aさんにもインタ
ビューを行った． 6社のなかで大卒の定期採用を行っ
ているのはB社とD社の 2社であり，B社では採用担
当者と教育担当者の 2名，D社では採用担当者でもあ
る社長と教育担当者の 2名にインタビューを行った．
それ以外の 4社はそもそも定期採用を行っておらず，
中途採用が中心であり，採用には社長の意向も大きく
関係している．
また， 6社のうちA社を除く 5社は2019年に初め
て高度外国人材を採用した．A社以外の 5社は宮城県
内の大学で学んだ外国人留学生を学部卒業または大学
院修了後に採用しており， 5社のうちC社以外の 4社
はインターンシップ等を通じて在学中より接点を持
ち，人柄を理解したうえでの採用となった．bさんは
B社の通常選考を通過しているが，インターンシップ
にも参加し，高い評価を得ていた． 
調査協力者には高度外国人材の採用に関して詳細に
語ってもらうため，事前に表 3の質問項目を送付した
後に各社を訪問し，半構造化インタビューを 1時間程
度実施した．インタビューは 6社 8名の採用・教育担
当者と 1名の高度外国人材に対して行い，ICレコー
ダーで録音したインタビュー内容を文字化し，不明な
点は再度確認した後，内容について分析した．
4 ．インタビュー結果
4.1　A社の場合 
金属製品製造業として宮城県内の拠点に加え，新た
に海外拠点を設立準備中のA社では，社内に英語が
堪能な日本人社員がおらず，海外現地法人の設立業務
に英語が堪能な人材が必要であることから，「英語力
の高い人材」「将来会社のマネジメントに携わりたい
人材」を条件として高度外国人材を募集し，エージェ
ントを介して海外の大学（学部）を卒業し，日系企業
への勤務経験があり，日本語と英語が堪能なaさんを
採用した． 
A社はaさん以前にも社長の知人経由で，海外大学
で学ぶ英語スピーカーのhさんを長期インターンシッ
プで受け入れ，卒業後は海外現地法人の設立担当者と
して日本で採用し，現在は母国で幹部候補生として海
外現地法人の設立準備に携わっている．aさんは入社
後，海外現地法人の日本での設立業務に携わっている
新たな事業を始めるにあたっての困難さやゼロから
作り上げる難しさを想定できるため，A社では次のよ
うに「突破経験のある人材を採用したい」という社長
の考えから，日本人学生よりも多くの突破経験を有し
ていると期待できる高度外国人材を採用した．
表 2 　インタビュー企業概要
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留学生や海外の方はできないことに対して向き合っ
てできるようになった突破経験をしている人が多い．
仕事は初めのうちはできないことばかりだから，で
きないことをできるようになるという経験がないと
なぜ留学⽣（〇〇さん）を採⽤することにしたのか
採⽤に踏み切った理由
採⽤⽅針（どのようなところを特に評価したのか）
外国⼈材に期待する事柄
選考試験時の配慮
採⽤のためにどのような準備をしたか
経営層・⼈事担当者による採⽤プロセスでの配慮
受⼊れ部署や⼈事担当者の反応
内定後のフォロー
外国⼈材を採⽤したことによる⾃社の影響
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定着・活躍のために実施しているまたは実施予定の試み
⼊社後のミスマッチ
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の目的
留学生採用
における
配慮
採用〜就業
までの配慮
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 留学生や海外の方はできないことに対して向き合っ
てできるようになった突破経験をしている人が多
い．仕事は初めのうちはできないことばかりだから，
できないことをできるようになるという経験がない
と続かない．（A社・社長）
a社社長は，国籍を問わず，定着には語学能力に加
えて突破経験によるストレス耐性や粘り強さ，バイタ
リティ等の資質が必要だと考えている．社長は高度外
国人材の定着により，異文化コミュニケーションが日
常的に生まれ，仕事の進め方にイノベーションが起こ
ることを期待している．
　
 職場に波風を立てて，イノベーションを起こす．良
い意味で波風を立ててもらう．日本人だけしかいな
い会社に外国人材が入るメリットだね．日本人は忖
度や空気を読むという文化だけれど，外国人材には
明確に伝えないとわからない．指示も明確に出すよ
うになった．考える機会も増えた．（A社・社長）
高度外国人材であるaさんは，入社後は社長の直轄
部署に配属され，社長とコミュニケーションを取る機
会も多い．そのため高度外国人材として期待されてい
る事柄を理解し，他のスタッフにも積極的に働きかけ，
信頼関係の構築に努めている．
　
 日本で働くことでプレッシャーだという人も多い．
外国人材としての意識を固めないと（気持ちが）折
れやすい．周りと違うから外国人なのだけれど，慣
れてくると段々日本人と同じ扱いになってしまい，
プレッシャーが高まる一方になってしまう．最初の
モチベーションを固めないと難しい．（A社・高度
外国人材）
地方都市の中小企業の場合，高度外国人材が自分一
人ということも珍しくない．イノベーション人材とし
て期待された役割を果たすには，「異質な存在」とし
ての自分のアイデンティティを確立したうえで周囲に
働きかけ，信頼関係を構築することが重要になる．
4.2　B社の場合 
地方銀行であるB社は銀行業務を通じ，宮城県内の
中小企業支援を行っている．取引企業のなかには国外
の市場を対象とした事業を行っている企業もあり，支
援業務の一部として市場調査を行ってはいるが，国際
的業務の展開予定はない．B社では採用担当者と教育
担当者の 2名が調査協力者として対応してくれた．
B社では積極的に高度外国人材の活用を進めていこ
うという意向はなく，毎年行っている新卒一括採用でも
留学生特別枠を設ける予定もない．大都市圏の大手企
業同様，留学生には日本人学生と同様の選考プロセス
を通過できるだけの高いレベルの日本語を求めている．
 母集団形成の頃から何度も足を運んでくれ，選考に
入るころには顔と名前は一致していた．他の選考プ
ロセスでも抜群の成績を残している．（B社・採用
担当者）
　 
bさんは日本人学生同様の選考プロセスを抜群の成
績で通過したB社初の高度外国人材である．選考プロ
セスでは留学生だからとの配慮は特になく，優秀であ
るために採用に至ったが，入行に際して人事担当者は
「特別な配慮はしなかった」と言っているものの，入
行時期や配属に配慮があったと考えられる．
3月修了予定として採用されたbさんだが，修士論
文の関係で 9月修了となった．これまでは卒業が延期
となった場合，内定取消となっていたが，経営幹部が
bさんの優秀さと人柄を評価し，同行初の10月入行と
なった．キャリアパスについても，日本人の新入行員
の場合，複数の営業店を経験した後に本店に配属にな
るのに対し，bさんは初めから本店に配属され，管理
職以上が参加する海外視察にも事務局として参加した．
 入行半年の職員が同行するのは事務局とはいえ，異
例中の異例．だけれど，入国の際に止められてしまっ
たこともあったが，bさんが対応してくれて事なき
を得た．（B社・教育担当者）
海外視察では高度外国人材としてのbさんの語学能
力が発揮された．bさんの活躍により，B社のように
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国際業務を行っていない企業であっても「国籍を問わ
ずに優秀な人材」として外国籍社員を採用することは
考えられ得る．
4.3　C社の場合 
C社は高級果物に特化した農業法人として，国内で
は農産物の生産・販売，カフェ事業，海外では栽培指
導等の農業事業，農産物の輸出を行っている．定期の
新卒採用は行っていないが，これまで長期インターン
シップ経由で 2名を採用している．
C社マネジメント層は英語でコミュニケーションが
取れるため，優秀な人材であれば国籍は問わないと考
えており，マネジメント層と旧知の大学教員からcさ
んの採用を依頼され，日本語を習得することを要件と
し，新規事業の担当者として採用した．
英語スピーカーのcさんは，大学院で学んだデータ
分析のスキルを活かしての宮城県内で就職を希望して
いたものの，書類も会話もすべて英語のため，修了直
前の 2月まで就職が決まらなかった．指導教官はcさ
んが日本人女性と結婚しており，間もなく子供が産ま
れるため，宮城県内でもcさんの専門性が活かせそう
な企業であるC社にcさんの採用を依頼した．しかし，
cさんの日本語習得意欲は低く，業務指示は文書も会
話も全て英語となり，研究業務では次のように支障も
出ていた． 
　
 シンプルな業務指示はできるけれど，専門性を活か
しての仕事が難しい．詳細な指示をする際に私も丁
寧な英語がわからないから強い言い方になってしま
う．そうなると今度は相手がむっとする．（C社・
教育担当者）
教育担当者は簡単な業務であれば英語で指示できる
が，研究業務における詳細な分析については英語での
ディスカッションや伝達が難しいため，cさんに依頼
している業務の遂行レベルが十分ではないことが多
く，ストレスとなっていた．一方，cさんは業務の遂
行レベルが十分ではないことは詳細な指示を受けてい
ないためであり，自分に非があるとは考えておらず，
感情的なすれ違いも生まれ，両者の間で信頼関係を築
くことが難しくなっていた．そのため，次のようにマ
イペースに自分の仕事をするようになっていった．
 栽培の仕事をしていてフラッといなくなる．何をし
ているのかと思うと休憩時間ではないのにスマホを
いじっている．私からの指示だと他のスタッフに
言っていたそうだが指示はしていないので，うそを
ついたことになる．オフィスにいる際にも会社とし
て求めていない業務を行っていた．（C社・教育担
当者）
言語の問題からcさんは業者対応等の付随業務を担
うことができず，教育担当者や社長以外と会話をする
ことがなかった．cさんが日本語を学び，他のスタッ
フに話しかけることもなく，他のスタッフはcさんの
業務や人間性を理解することができないため，社内で
人間関係を構築することができず，cさんは次第に孤
立していった．そのうえ教育担当者とも信頼関係を築
けていないため，次のように不満が出始めた．
 東京の会社からもオファーがあったけれど，子供が
産まれるからここで就職した，もっと給料の高い企
業から来てほしいと言われていたと本人が言ってい
たので，わだかまりがあったのかな，と．給料が低
かったことも本人は不満だった．（C社・教育担当者）
宮城県内での就職を希望したため，専門性を活かせ
る企業が見つからず，教員の紹介でC社に入社したc
さんは，自分でC社を選択したとの意識が低い．その
ためC社入社時に要件となっていた日本語習得にも取
り組んでおらず，日本語でコミュニケーションを取る
こともできないため，周囲との信頼関係を構築するこ
とが難しく，パフォーマンスを十分に果たすことがで
きなかったと言える．
4.4　D社の場合 
ITベンチャー企業であるD社は，海外事業の展開
を視野に入れ，2018年に東北イノベーション人材育成
プログラムでインターンシップを開始したことをきっ
かけとし，外国人留学生のインターンシップ受け入れ
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を始めた．
　
 東北大の留学生の 4分の 1くらいが日本での就職を
希望しているのにできずに帰国していると聞いてい
たので，採用できないかという狙いがあった． 2年
前に海外事業準備室を立ち上げたという流れもあ
り，進出地域に精通し，語学が堪能でチャレンジン
グな人材が欲しいと思っていた．（D社・社長）
dさんは在学中に 2週間インターンシップに参加
し，その後もD社でアルバイトを続け，インドネシア
での展示会にもスタッフとして参加した．ムスリムで
あるdさんは将来的には暮らしやすい母国に戻り，起
業を考えている．そのため，大手企業よりも短期間で
広い分野を学ぶことができると中小企業への就職を希
望しており，インターンシップ以降，D社社長にメン
ターを依頼し，定期的に面談機会を持っていた．　
D社社長はdさんの就職の希望を聞き，dさんのIT
スキルや人柄，10年程度は日本で働きたいとの考えか
ら，自社への就職を勧め，人事担当者と再度面接を行
い，採用を決めた．入社時期や長期休暇についても配
慮を行い，dさんは学部卒業後はいったん母国に戻り，
7月に入社した．
敬虔なイスラム教徒であるdさんは，飲食に制約が
あり，お祈りの時間も決まっている．これまでムスリ
ムに接したことのないD社スタッフに対し，dさんは
積極的にイスラム教に関する情報発信も行っている．
 週に 1回朝礼の時にトピックスがあり，dさんは主
催している外国人サークルについて紹介していた．
…ムスリムなので 2週間に一度は長い昼休みを取っ
てモスクに行っている．毎日のお祈りの時間もある．
…社員にも宗教と食事と飲食についての理解を促し
ている．（D社・教育担当者）
日本語が堪能なdさんは，これまで外国人材やムス
リムと接点のなかった社内のメンバーに対し，自身の
所属する外国人コミュニティに関する情報を積極的に
発信し，知らないものに対する不安の軽減を図り，信
頼関係の構築に努めている．
業務についても積極的に学ぶ意欲があり，プログラ
ミングの研修においても，不明点を自分の言葉で伝え，
双方向コミュニケーションによって理解を深めてお
り，教育担当者からは「外国人と話しているというス
トレスがない」と評価されている．
　
4.5　E社の場合 
1945年創業のE社は，宮城県を市場とする，ガス供
給，住宅関連設備を中心とした卸売・小売業である．
海外展開は行っておらず，社内に英語を話せるスタッ
フもいないが，顧客に外国籍住民が増えてきており，
社長は英語対応の必要性を感じ始めていた．そうした
なか，東北イノベーション人材育成プログラムのイン
ターンシップがあり，英語スピーカーのeさんを受け
入れた．eさんは日本語がほとんど話せないものの，
英語が話せないスタッフとも携帯の翻訳アプリを通じ
て積極的に交流を図っていた． 
E社は業績も安定し，従業員の定着率も高い安定企
業だが，成長業界ではないことから，業績拡大を見込
めない状況にある．社長は外国籍の顧客が増えてきた
こともあり，安定性の高い企業だからこそ，成長する
市場を見据えて新規事業を展開したいと考えていた． 
インターンシップ終了後， 日本での就職に関心が
あったeさんに就職意向について確認したところ，e
社への就職希望があったため，「日本語を勉強し，将
来的に必要な資格を取得すること」を条件として高度
外国人材第一号として採用した．ビザの関係もあり，
eさんは大学院修了後に母国に帰国し，就労ビザが下
りた10月に再来日した．
E社の業務には特定資格が必要なこともあり，入社
後のeさんは資格取得に向け，現在は日本語の勉強と
他の社員の補助業務に携わっている．
 社長はなぜeさんを採用したのだろうというスタッ
フもいるけれど，新規事業を展開するには違う考え
方をする人の存在が重要．（E社・社長）
インターンシップを通じてeさんと一緒に業務に取
り組んだ社員は，指導を受けた際にお礼を忘れず，教
えられたことをメモするeさんの真面目な人柄を評価
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している．eさんは入社後，業務時間内に業務として
日本語を勉強しているが，目に見えて上達しているこ
ともあり，日本語を学ぼうという姿勢や礼儀正しさと
いった人柄が評価され，社内での信頼関係も得ている．
また， eさんの受け入れ準備に際し，部屋の手配や
受け入れ態勢づくりに多くの社員が関わり，採用の理
由についても社長から説明があった．新たな事業展開
を考え，eさんの力が発揮できるような環境を整えた
いとの社長の思いに対し，社内でもeさんとの仲間意
識が生まれている．eさんも学んでいる日本語でコ
ミュニケーションを取ることを心掛けており，お互い
に歩み寄るように努力を続けていることが信頼関係の
構築につながっていると言える． 
4.6　F社の場合 
F社は地上波テレビ局で制作を行っていたメンバー
が中心となり，2010年に多言語でのインターネット放
送を中心とするメディア事業を始めたインターネット
テレビ局である．多言語での情報発信事業という特性
から，多くの留学生が在学中からアルバイトやイン
ターンシップでF社と関わっている．
社内の言語は日本語だが，マネジメント層は英語で
のコミュニケーションに問題はない．また，アルバイ
ト学生のなかには日本語も堪能な学生が多く，日本語
を学ぶ意欲があれば，初めのうちは誰かが通訳してく
れるため，高いレベルの日本語は求めていない．定期
採用は行っておらず，アルバイトを経て，社内での人
間関係が構築でき，業務に適性があると考えられる人
を正社員として採用している．
fさんは在学中よりF社で長期に渡ってアルバイト
をしており，大都市圏で就職活動をしたものの，希望
していた企業から内定を得ることができなかった．し
かし日本での就職を希望していたため，F社社長から
自社への就職を勧められ，マネジメント層との面接の
後，大学院修了後にF社に正社員として採用された． 
取材やリサーチ等の業務は早朝や深夜に行われるこ
ともあるため，F社では勤務時間も社内の体制も自由
度が高い一方，スタートアップ時のベンチャー企業で
もあるため組織体制や福利厚生が整っているとは言い
難い．そのため次のように，入社においても退社にお
いても高いハードルを設けず，自由度を高くしている． 
　
 長く働いてもらえれば嬉しいけれど，彼らのリズム
やキャリアパスもあると思うからずっといるとは
思っていない．だからこそ常に入れ替われるように
多くの人に関わってもらいたいと思っている．（F
社・社長）
F社には長期のアルバイトやインターンシップを通
じ，多くの留学生が関わっているため，社長は高い日
本語能力や，業務を的確に進める優秀さを持っていて
も，日本の大手企業の選考に落ちてしまう学生を数多
く見てきた．そのため日本で働きたいと考えている留
学生に対し，最初のステップとして自社を使ってもら
えればと考えている．F社は育成のための研修や福利
厚生は充実していないが，入社のハードルが低く，短
期間で多くの経験を積むことができることから，最初
のステップとしては非常に有効である．
在学時よりアルバイトをしているfさんは，入社後
は社員として責任のある仕事を任されるようになり，
取材・編集業務の責任者として仕事に取り組んでいる．
在学時より社内との信頼関係は構築されており，将来
的には東京の大手企業に挑戦したいというfさんの考
え方を社内のメンバーも理解している．
F社のような福利厚生等の条件面が充実していない
地方都市のスタートアップベンチャー企業でも，日本
人化することを求めず，流動性を高くすることで中小
企業でも優秀な人材を確保することができる．そのた
めインターンシップやアルバイトを通じ，相手の文化
か慣習を尊重し，心地よく働いてもらうことを目指し
ている． 
5 ．考察
以上のように，地方都市の中小企業における高度外
国人材の採用の経緯は様々であるが，今回の調査から
は大きく分けると，イノベーション人材，優秀な人材，
専門人材という 3つの類型があると考えられる．
第一のイノベーション人材の場合，企業は日本人社
員と積極的にコミュニケーションを取り，信頼関係を
築き，異質な存在としての自分に関する情報発信を行
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うことを求めている．そのため高度外国人材には，異
文化のなかに積極的に入っていくバイタリティやコ
ミュニケーション力，異文化適応力が必要となる．
地方都市の中小企業では，高度外国人材の採用が初
めてという企業も多い．これまで外国人材との接点が
なかった中小企業の社員にとっては，どのように接し
て良いかわからず，未知の存在として高度外国人材に
対して不安を抱く社員も少なくない．そのため経営層
は従業員に対して高度外国人材の採用の経緯について
説明を行い，情報発信を行うことが必要になる．情報
が得られることにより，社内には高度外国人材に対す
る未知の存在として不安が解消され，コミュニケー
ションも取りやすくなる．
そのうえで高度外国人材自身が積極的にコミュニ
ケーションを取り，自分に関する情報発信を行うこと
で，社内の円滑な人間関係が構築されることになる．
その際，未知の存在ではなくなることで，日本人と同
様の対応が増えてくるが，イノベーションを促すため
には「信頼に足り得る未知の存在」であることが必要
であり，イノベーション人材としての異質性を保ち続
けることが重要となる．
第二の優秀であれば国籍は問わずに採用する場合，
日本人と同じ選考条件を課する企業が多く，選考を通
過することができる高い日本語能力，日本的企業文化
への理解，チームで仕事を遂行することができる協調
性など，日本人学生同様の資質が高度外国人材には求
められている．
宮城県内には，大手企業にも就職できるレベルの高
い日本語能力を求める中小企業が多いが，大手企業と
比べて福利厚生等の条件が劣るため，高いレベルの日
本語が求められる場合，中小企業は留学生の選択肢と
ならない．しかし日本人学生と同様の選考を課さず，
面接やインターンシップを通じ，日本語能力以外に優
秀さを見出すなど，選考条件を緩和することで，福利
厚生等の条件で劣る中小企業も選択肢の一つとなり得
る．少人数組織ゆえの柔軟性や意思決定スピードの速
さ，早期から責任者として仕事に取り組める環境など,
早いスピードでの成長を期待する留学生にとって，地
方都市の中小企業は魅力的な就職先の一つとなる可能
性は高い．
優秀な人材の採用が難しい地方都市の中小企業と日
本での就職を希望しながら就職が難しい留学生は，お
互いが条件面で歩み寄ることでwin-winの関係とな
る．学生時代のコミュニティや研究環境を維持するこ
とができる地方都市での就職は，大学院留学生にとっ
ては就職活動に伴う時間的・経済的負担が軽減され，
研究活動との両立を可能にすると共に，地方都市での
イノベーションにも貢献することができるなど，多く
のプラスの側面を有している．また，地方都市におい
てもスタートアップベンチャーは，終身雇用を前提と
した組織ではないため，留学生にとっては日本企業で
の最初のステップとして，企業にとっては優秀な人材
を確保できるというメリットがある．
第三の専門人材として専門能力を評価して採用する
場合，高度外国人材にはITスキルや言語能力等の専
門能力はもとより，能力を発揮する環境を整えるため
の協調性やコミュニケーション力が求められる．
日本企業では多くの場合，スペシャリストであって
もチームで業務に取り組むことが多いため，他者と信
頼関係の構築することができなければ，能力を発揮す
ることが難しいことから，信頼関係を構築できる真摯
な態度やコミュニケーション能力が求められている．
地方都市の中小企業では，スペシャリストとして専門
的業務だけに取り組める環境ではなく，スペシャリス
トとしての専門性を持ちながら周辺業務にも取り組む
ことになる．将来的に起業や独立を視野に入れている
留学生の場合，会社全体を知ることは自分にとっても
プラスに機能する．企業にとっても積極的に周辺業務
に取り組んでもらうことは，他の社員との人間関係を
円滑にすると共に，異なる視点から業務を捉え，イノ
ベーションのきっかけにもつながるといえる．　
地方都市では専門性を活かせる企業が少ないが，大
学院留学生の多くが専門的業務を志向している．その
ため業務内容を切り分け，専門性の高い業務を創り出
すことは，これまでにいないような優秀な人材確保の
可能性を生み出すことにもなる．優秀な人材の確保に
悩む中小企業にとっては大きなチャンスと言える，
今回の調査では初めて高度外国人材を採用した地方
都市の中小企業に対してインタビューを行い，留学生
採用に関する企業側の課題の整理を行った．その結果，
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門間 由記子，髙橋 修，猪股 歳之・地方都市の中小企業における留学生の採用と課題
組織の柔軟性が高く，意思決定スピードの速い地方都
市の中小企業は，選考条件を緩和すれば留学生の選択
肢となり，企業にとってもイノベーションのきっかけ
となることが明らかになった．経営幹部から従業員に
対して高度外国人材が会社の一員となることに際する
説明がある場合，社内の受け入れ態勢や信頼関係の構
築も円滑に進んでいるが，積極的な働きかけや主体性
は高度外国人材自身に期待するところが大きい．異質
な存在としての高度外国人材は，積極的に働きかける
ことで，イノベーションを促す人材としての活躍が期
待される．
留学生就職促進プログラムに取り組んでいる全国の
拠点では，地方自治体や産業界と連携し，コンソーシ
アムを組んで運営を行っている．地方都市の中長期間
ににわたる高度外国人材の定着を促していくために
は，地方都市で活躍する高度外国人材のロールモデル
の蓄積を増やし，産業界と連携したキャリア教育を
行っていくことの意味は大きい．今後は地方都市の中
小企業で働く高度外国人材にもインタビューを行い，
地方の中小企業が留学生に選ばれ，定着していくため
に求められる事柄を整理していくことで，企業と留学
生の双方にとってプラスとなる大学での支援策につい
て検討を進めていきたい．  
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